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1. プラン策定の趣旨 
 
本市では、合併後の平成２３年３月に、新たな市の行政改革の指針となる平成２２

年度から平成２６年度までの５年間を取り組み期間とする「近江八幡市行政改革大綱」

と、その具体的な取り組み項目を明らかにした「近江八幡市行政改革実施計画」を策

定し、合併後の新たな自治体運営体制の確立に向けて取り組んできました。 

この５年間の取り組みを通して、協働のまちづくりや持続可能な財政基盤の確立

等々、一定の成果はありましたが、これからの少子高齢化や人口減少の更なる進行へ

の対応、老朽化した公共施設・インフラの大量更新時期の到来への対応、また、中期

財政計画（見通し）を踏まえた持続可能な財政基盤の確立等々、依然として課題が山

積している状況でもあります。 

このようなことから、更なる改革を推し進める必要があるため、前期大綱の基本方

針である「Ⅰ．市民と行政が協働してまちづくりを進められるように、行政の役割や

責任を明確にした市政の確立」、「Ⅱ．市民が誇りに思え、満足できるまちを創ってい

けるための、持続可能な財政基盤の確立」、「Ⅲ．時代の要請に的確に対応できる組織

づくりと人づくりによる組織力の向上」を引き継いだ「第２次行政改革大綱」（取り

組み期間：平成２７年度から平成３１年度）を策定し、その具体的な取り組み内容を

明らかにした、大綱に基づく実施計画として、「近江八幡市行財政改革プラン」を策

定するものです。 

 

 

2. プランの基本方針・取り組み項目 
 
近江八幡市行財政改革プランは、大綱で掲げた以下の基本方針と取り組み項目につ

いて、具体的な内容を定めるものとします。また、プランでは、できるだけ最終目標

の数値化を図りその達成状況を明確にするとともに、数値化が困難なものについては、

実行の期限を定めて達成状況を明確にします。 

 

～つなぐ改革～  

Ⅰ．市民と行政が協働してまちづくりを進められるように、行政の役割や責任を明確

にした市政の確立  

(1) 地域協働の推進 

 

～つづける改革～  

Ⅱ．市民が誇りに思え、満足できるまちを創っていけるための、持続可能な財政基盤

の確立  

(1) 持続可能な財政基盤の確立をめざした財政運営 

(2) 税等収納率の向上 

(3) 受益者負担の適正化 

(4) 業務の再編・整理、廃止・統合 
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(5) 補助金の整理、廃止・統合 

(6) 新たな歳入の確保 

(7) 公有財産の有効活用と処分 

(8) 給与等の適正化 

(9) 民間委託等の推進 

(10)地方公営企業の経営健全化 

(11)第三セクター等の見直し 

(12)特別会計の健全化 

 

～たかめる改革～  

Ⅲ．時代の要請に的確に対応できる組織づくりと人づくりによる組織力の向上  

(1) 行政ニーズへの迅速かつ的確な対応を可能とする組織 

(2) 定員管理の適正化 

(3) 人材育成の推進 

(4) 公正の確保と透明性の向上 

 

 

3. プランの期間 
 
平成２７年度から平成３１年度までの５年間とします。 

 

 

４．プランの推進体制と進捗管理 
 
上記１７の取り組み項目に沿った２３の具体的方策について、それぞれに目標（値）

を設定し達成に向けて取り組みます。 

毎年度、別紙様式により取り組み内容・実績に基づいた自己評価を実施するととも

に、市長を本部長とする「近江八幡市行政改革推進本部」において進捗管理を行い、

市民・有識者で構成する「近江八幡市行政改革推進委員会」による外部の視点からの

検証と意見を受けながら着実に推進します。また、その結果については公表します。 

 

 

５．プランの見直し 
 
 プランの期間中に、社会経済情勢への対応や財政見通し等との整合等も含め、必要

に応じて新たな取り組み項目を追加するなど見直しを図ります。 



大綱の基本方針 取り組み項目 具体的方策

Ⅲ．時代の要請に的確に対応
できる組織づくりと人づくり
による組織力の向上 (3)人材育成の推進 ①人材育成の推進

(11)第三セクター等の見直し
①第三セクター等出資団体・外郭団体等への支
援、関与のあり方の見直し

(12)特別会計の健全化
①公共下水道事業の地方公営企業法適用と経営健
全化

(1)行政ニーズへの迅速かつ的確な
対応を可能とする組織

①行政組織の見直し

①病院事業の経営健全化

(10)地方公営企業の経営健全化

②水道事業の経営健全化

(5)補助金の整理、廃止・統合

①新たな行政評価システムの構築

(4)公正の確保と透明性の向上

②情報公開・見える化の推進

(2)定員管理の適正化 ①定員管理の適正化

①「補助金等の見直し方針」に基づく適正化

(6)新たな歳入の確保 ①広告事業・ふるさと納税制度の推進

①公有財産の有効活用と処分

(8)給与等の適正化 ①給与等の適正化

①定型的・庶務業務の民間委託の推進

(9)民間委託等の推進

②指定管理者制度等の活用

Ⅱ．市民が誇りに思え、満足
できるまちを創っていけるた
めの、持続可能な財政基盤の
確立

(7)公有財産の有効活用と処分

②公共施設等総合管理計画に基づくマネジメント

(2)税等収納率の向上 ①税等収納率の向上

(3)受益者負担の適正化 ①使用料・手数料等の見直し

(4)業務の再編・整理、廃止・統合 ①事業評価等の実施による業務の見直し

①身近な自治システムの充実と市民参画の促進Ⅰ．市民と行政が協働してま
ちづくりを進められるよう
に、行政の役割や責任を明確
にした市政の確立

(1)地域協働の推進

②広報広聴機能の充実

①財政指標の適正管理

(1)持続可能な財政基盤の確立をめ
ざした財政運営

②統一的な基準による財務書類の作成と有効活用

つなぐ改革  

つづける改革 

 たかめる改革 

 行財政改革プラン 取り組み項目一覧・体系 
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計画期間終了時の検
証

取り組み内容

協働のまちづくり基本条例に基づき、市民自治基本計画を策定し、その方
針・取組みを通じて協働のまちづくりを推進することにより、個性豊かな地
域社会の実現を図ります。また、まちづくり支援交付金の有効活用や地域活
動を行う団体等を支援する仕組みを構築し、市民参画を促進します。

 年度計画（目標）

27 28 29 30

ＮＰＯ団体等の補助
金制度の見直し検
討・検証

ＮＰＯ等補助金の見
直し実施

ＮＰＯ等補助金の検
証
（必要に応じ制度設
計）

ＮＰＯ等活動の支援

まち協の自主財源の
強化

リーダー養成の方策
等をまち協と検討・
共有
リーダー養成講座実
施
（まち協の役員・職
員）

リーダー養成講座実
施
（一般向け）
 第１期生の養成 第２期生の養成 第３期生の養成

取組の検証

リーダー養成講座修
了者による市民参画
機会事業の実施

31

具体的方策 身近な自治システムの充実と市民参画の促進

推進課 まちづくり支援課 実施課

目標
市民と行政の適切な役割分担のもと、市民の自主自立のまちづくりをめざし
ます。

情報収集等 計画策定

各課

項目番号 Ⅰ-（1）-①

行政改革大綱の基本方針
Ⅰ．市民と行政が協働してまちづくりを進められるように、行政の役割や責
任を明確にした市政の確立

取り組み項目 地域協働の推進

まち協の自立意識醸成 

まち協の自主財源確保の推進・実践支援 

 市民自治 
 基本計画 
 の検討 

 市民自治 
 基本計画 
 の策定 

市民自治基本計画に基づく地域協働の推進 
進捗管理、検討、検証 

各課の計画との連携、進捗管理・検証（年度毎） 

 地域活動を支援する仕組みの構築 新たな仕組みによる市民参画の促進 

学区まちづくり協議会の自立化促進支援 

まち協の自主財源確保の方法・手段等の検討 

ＮＰＯ団体等の活動支援 
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広報広聴機能の充実

広聴と広報は車の両輪、広聴あっての広報との意識をもって、市民の市政へ
のアイデア提案、意見や要望に積極的に傾聴する機会（ツール　例　市政モ
ニター、市長と気軽にトークタイム、市長と車座談義）を充実させ、可能な
限り市政へ反映させる（それぞれの担当課へフィードバックさせる）ことに
より協働のまちづくりに資する。また、ＳＮＳ＊①など新しい媒体の活用検
討を図るなどしながら分かりやすい幅広い世代に対応した広報活動をめざし
ます。

各課

項目番号 Ⅰ-（1）-②

行政改革大綱の基本方針
Ⅰ．市民と行政が協働してまちづくりを進められるように、行政の役割や責
任を明確にした市政の確立

取り組み項目 地域協働の推進

具体的方策

取り組み内容

 年度計画（目標）

27 28

推進課 秘書広報課 実施課

目標 市政に市民の意見を反映することで協働のまちづくりを推進します。

29 30 31

市政モニター 
アンケートの実
施と公表（広報
紙、ホームペー
ジ等） 

 モニターの募集（１００人） 
 市政の課題に関するアンケートの実施や意見聴取 
 座談会などの積極活用の検討 

 市長と気軽にトークタイム 
 広報おうみはちまんへの記事掲載（アイデア提案の場でもあることのＰＲ）       
  目標  月２回  年間 １５～２０回程度の実施 

 市長と車座談義の実施 

 自治会、各種団体、サークルなどを対象に、申込みを促進させるために広報紙

などを通じて周知    目標  年間６回開催 
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項目番号 Ⅱ-（1）-①

行政改革大綱の基本方針
Ⅱ．市民が誇りに思え、満足できるまちを創っていけるための、持続可能な
財政基盤の確立

取り組み項目 持続可能な財政基盤の確立をめざした財政運営

27 28 29 30 31

具体的方策 財政指標の適正管理

推進課・実施課 財政課

目標

高い水準の健全財政基盤の確立に向けて、市債と基金の指標を重視し、以下
の指標基準を目標とします。
財政見通しの対象期間において
　地方債現在高比率＊②を200％以下に維持できる財政運営
　積立金現在高比率＊③を  50％以上に維持できる財政運営
   実質公債費比率＊④　8.6％以下　　将来負担比率＊⑤　69.7％以下
　実質赤字比率＊⑥　0％以下

取り組み内容

中期的な財政見通しを基にした「中期財政計画」を策定し、将来的な健全化
判断比率及び各財政指標の動向を注視しながら、市債と基金の適正管理を行
うことにより、全国都市平均などを基準とした高い水準の財政指標を維持で
きる財政運営を行います。

 年度計画（目標）

 
  
中期財政計画
の策定 

 

 
中期財政計画の目標設定に基づく財政指標を維持できる財政運営の実施 
決算状況、事業の進捗、社会情勢、制度改正に基づき財政見通しを毎年度見直し 
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項目番号 Ⅱ-（1）-②

行政改革大綱の基本方針
Ⅱ．市民が誇りに思え、満足できるまちを創っていけるための、持続可能な
財政基盤の確立

取り組み項目 持続可能な財政基盤の確立をめざした財政運営

27 28 29 30 31

具体的方策 統一的な基準による財務書類の作成と有効活用

推進課・実施課 財政課 　

目標
財務書類を分析することにより、中長期的な視点に基づく予算編成に活用し
ます。

取り組み内容

総務省より示された「統一的な基準による地方公会計の整備促進について」
に基づき、財務書類の作成を行うとともに、他団体との比較や資産・債務管
理などによる中長期的な視点にたった財務書類の分析を行い、予算編成等へ
の活用に向けた取り組みを進めます。

 年度計画（目標）

  
 
固定資産台帳の精

緻化 

財務書類作成ソフ

トの検討 

統一的な基準によ
る作成方法の検討 

 

  
備品・リース等の 

固定資産台帳への

反映の検討 

財務書類作成ソフ

トの導入 

Ｈ27決算による財
務書類試作 

  
 
 
 
統一的な基準による財務書類の作成 

  
   活用方法の検討 

  
 財務書類の予算編成・決算分析への活用 
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項目番号 Ⅱ-（２）-①

行政改革大綱の基本方針
Ⅱ．市民が誇りに思え、満足できるまちを創っていけるための、持続可能な
財政基盤の確立

取り組み項目 税等収納率の向上

具体的方策 税等の収納率の向上

推進課・実施課  税務課、保険年金課、高齢福祉介護課、幼児課、住宅課、債権対策課

目標
税等の負担の公平・公正性を確保します。
(現年分収納率は別紙一覧表のとおり)

取り組み内容

市税や各種料金は行政運営の根幹を成す財源であり、公平・公正の観点から
も収納率の向上に努めます。納付相談や口座振替納付の推進など利便性の向
上を図るとともに、徴収困難な公債権は関係各課が連携して滞納処分など対
策を講じます。

 年度計画（目標）

27 28 29 30 31

市税の収納率の向上 現年分99.2％をめざす（平成26年度 現年度収納率

99.0％） 

国民健康保険料の収納率の向上 現年分94.2％を維持（平成26年度 現年度収納
率94.2％） 

後期高齢者医療保険料の収納率の向上 現年分99.7％をめざす（平成26年度 現
年度収納率99.6％） 

介護保険料の収納率の向上 現年分99.4％をめざす（平成26年度 現年度収納率
99.31％） 

保育料の収納率の向上 現年分99.6％をめざす（平成26年度 現年度収納率

99.55％） 

住宅使用料の収納率の向上 前年度比較0.5ポイントアップをめざす（平成26年度 
現年度収納率88.28％） 
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各課

項目番号 Ⅱ-（３）-①

行政改革大綱の基本方針
Ⅱ．市民が誇りに思え、満足できるまちを創っていけるための、持続可能な
財政基盤の確立

取り組み項目 受益者負担の適正化

27 28 29 30 31

具体的方策 使用料・手数料等の見直し

推進課 財政課 実施課

目標 市民間の受益と負担の公平性を確保します。

取り組み内容

使用料、手数料などの受益者負担金については、サービスに要するコスト縮
減を図るための継続的な改善に努めるとともに受益者負担の公平性・公正性
を確保するため定期的な見直しを行います。また、消費税率の引上げに伴う
適正な転嫁を行います。

 年度計画（目標）

 
消費税率の引上
げに伴う、適正
な転嫁のための
見直し（平成
29年4月施行） 

 
定期的な見
直しによる
改定（平成
32年4月施
行） 

統一的な基準による公会計と連

動した指針の見直しの検討 

指針に基づく新規使用料の設定
及び変更など随時の見直し 
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各課

項目番号 Ⅱ-（4）-①

行政改革大綱の基本方針
Ⅱ．市民が誇りに思え、満足できるまちを創っていけるための、持続可能な
財政基盤の確立

取り組み項目 業務の再編・整理、廃止・統合

27 28 29 30 31

具体的方策 事業評価等の実施による業務の見直し

推進課 財政課 実施課

 

目標 行政ニーズに柔軟に対応した、効果的・効率的な行政経営をめざします。

取り組み内容

事業評価等の実施や「公共サービスの行政関与および民間委託等に関する指
針」（平成22年10月策定）に基づき、行政関与のあり方を検証し、社会経
済情勢の変化や市民ニーズ、財政状況等を考慮しながら業務の見直しを進め
ます。

 年度計画（目標）

サマーレビュー*⑦等事業評価の実施を通じて検証を行い、ＰＤＣＡサイクル＊⑧

に則った業務の見直し 

  

定期的な第三者評価を実施し、

取り組みを強化 

  

ＢＰＲ＊⑨の手法を活用した

業務フローの見直しやＩＣＴ

＊⑩の活用等を通じた業務の

効率化の検討 
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各課

項目番号 Ⅱ-（5）-①

行政改革大綱の基本方針
Ⅱ．市民が誇りに思え、満足できるまちを創っていけるための、持続可能な
財政基盤の確立

取り組み項目 補助金の整理、廃止・統合

27 28 29 30 31

具体的方策 「補助金等の見直し方針」（平成22年10月策定）に基づく適正化

推進課 財政課 実施課

目標 透明性の確保とより効率的で適正な運用をめざします。

取り組み内容
事業評価（サマーレビュー＊⑦）などを通じて、行政関与の必要性、経費負担
のあり方、効果等について検証を行い、継続的に補助金制度の見直しを進め
ます。

 年度計画（目標）

 
 継続的にサマーレビュー（補助金事業レビュー）等の実施による補助金制度の
見直し 

サマーレビューと連動し、交付要綱の

全庁的見直しを図り、取り組みを強化 
 

市民ニーズに対応した、効率
的で適正な運用による事業の
実施 
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各課

取り組み内容

広告事業は引き続き積極的な営業活動を行い、発行物・ホームページ・看板
のほか、様々な媒体の活用を研究し、広告事業のさらなる拡大を図ります。
ふるさと応援寄附金制度は、さらなる制度の周知・利便性の向上を図りま
す。

 年度計画（目標）

27 28 29 30 31

具体的方策 広告事業・ふるさと納税制度の推進

推進課 政策推進課・管財契約課 実施課

目標 自主財源を確保し、より安定した公共サービスの提供につなげます。

項目番号 Ⅱ-（６）-①

行政改革大綱の基本方針
Ⅱ．市民が誇りに思え、満足できるまちを創っていけるための、持続可能な
財政基盤の確立

取り組み項目 新たな歳入の確保

 
ふるさと納税寄附額の拡大にかかる取り組み（謝礼品の充実、広報・ＰＲ活動等） 

 
 企業版ふるさと納税にかかる寄附促進 

引き続き広告掲載の営業活動 
新たな広告媒体の検討 

 
消費税率の引上げ
に伴う、適正な転
嫁のための広告料
の見直し（平成
29年4月施行） 
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目標 歳入の確保及び公有財産の管理経費の軽減を図ります。

取り組み内容

普通財産売却計画を策定し、売却処分を進めるとともに売却できない物件に
ついては、維持管理経費を踏まえ貸付も含めた有効活用について検討しま
す。また、改良住宅（２戸１）については、引き続き、譲渡処分を進めま
す。

 年度計画（目標）

27 28 29 30 31

具体的方策 公有財産の有効活用と処分

推進課・実施課 管財契約課・住宅課

項目番号 Ⅱ-（７）-①

行政改革大綱の基本方針
Ⅱ．市民が誇りに思え、満足できるまちを創っていけるための、持続可能な
財政基盤の確立

取り組み項目 公有財産の有効活用と処分

  
 ２７戸／年間 
（空家住宅含む） 

  
 １５戸／年間 
（空家住宅含む） 

  
 １２戸／年間 
（空家住宅含む） 

  
 １０戸／年間 
（空家住宅含む） 

  
 ８戸／年間 
（空家住宅含む） 

個別訪問の実施 

売却計画の 
策定  売却計画に基づき売却 
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項目番号 Ⅱ-（７）-②

行政改革大綱の基本方針
Ⅱ．市民が誇りに思え、満足できるまちを創っていけるための、持続可能な
財政基盤の確立

取り組み項目 公有財産の有効活用と処分

28 29 30 31

具体的方策 公共施設等総合管理計画に基づくマネジメント

推進課 財政課 実施課 施設所管課

目標 財政負担の軽減・平準化と施設の適正配置を図ります。

取り組み内容
公共施設等総合管理計画と方針に基づいた施設類型ごとの個別計画を策定
し、中長期的な視点から、有効活用や統廃合及び長寿命化など、公共施設の
効果的・効率的な管理運営を行う仕組みを構築します。

 年度計画（目標）

27

 
公共施設等白

書の策定 

公共施設等 

総合管理計画

の策定 
 

 

個別計画の策定と有効活用の検討、効率的な

運用の実施 
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目標 地域の民間給与を反映させた適切な給与水準とします。

取り組み内容

 年度計画（目標）

人事院勧告及び県人事委員会勧告を踏まえ、市の財政状況に留意しつつ、給
与等の適正化を図るとともに、人事評価制度の運用において評価結果を適正
に処遇反映いたします。また、職員のワークライフバランス*⑪及び健康管理
の観点から、時間外勤務の縮減に努めます。
①人事院勧告、県人事委員会勧告を踏まえ、地域の民間給与を反映させた給
与改正
②諸手当の検証と見直しの実施
③社会情勢等を反映した特別職の給与決定（特別職報酬等審議会の開催）
④特別職及び一般職の給与公表
⑤人事評価結果の適正な処遇反映

27 28 29 30 31

具体的方策 給与等の適正化

推進課・実施課 総務課 　

項目番号 Ⅱ-（８）-①

行政改革大綱の基本方針
Ⅱ．市民が誇りに思え、満足できるまちを創っていけるための、持続可能な
財政基盤の確立

取り組み項目 給与等の適正化

持ち家住居手当の廃止検討・実施 
（影響額 4,584千円／年：水道・病院除
く） 

（対象191名×2千円×12月） 

人事評価制度（能力評価）･･･昇給への処遇反映済み 

 

人事評価制度（実績評価） 
 試行･･･H27開始 
      H28課題解決検討  

          H29本格導入 

人事評価制度（実績評価） 
 H30･･･勤勉手当への 
                処遇反映開始 

人事院勧告・県人事委員会勧告の給与への反映 
 （ラスパイレス指数＊⑫100以下を指標とする）       H27見込 99.0 

特別職報酬等審議会の開催（3年ごとの開催：前回H26年度、今後予定H29年

度） 
特別職及び一般職の給与公表 
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　総務課、会計課
　管財契約課

項目番号 Ⅱ-（9）-①

行政改革大綱の基本方針
Ⅱ．市民が誇りに思え、満足できるまちを創っていけるための、持続可能な
財政基盤の確立

取り組み項目 民間委託等の推進

27 28 29 30 31

具体的方策 定型的・庶務業務の民間委託の推進

推進課 財政課 実施課

目標
行政責任の確保、法令との整合性、費用対効果、受託能力などを総合的に勘
案しながら民間のノウハウを活用し、効率化を図ります。

取り組み内容

「公共サービスの行政関与および民間委託等に関する指針」に基づき、民間
委託を進めるとともに、定型的業務や庶務業務について民間委託等の可能性
を検討します。（給与・旅費の計算、会計出納事務、人事管理事務、公用車
のリース等）

 年度計画（目標）

 
 アウトソーシング*⑬研究プロジェクトを立ち上げ、定型的業務や
庶務業務について民間委託等の可能性を検討 
 

 

導入へ

の試行 

総務省プロジェ
クトのモデル自
治体の視察 
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各課

項目番号 Ⅱ-（9）-②

行政改革大綱の基本方針
Ⅱ．市民が誇りに思え、満足できるまちを創っていけるための、持続可能な
財政基盤の確立

取り組み項目 民間委託等の推進

27 28 29 30 31

具体的方策 指定管理者制度等の活用

推進課 財政課 実施課

目標
公の施設の利用・運営状況などを検証し、民間のノウハウを活用し、効果
的・効率的な管理運営で市民サービスの向上を図ります。

取り組み内容

民間のノウハウを活用し効果的・効率的に管理のできる公の施設について
は、指定管理者制度の導入を進めます。導入済みの施設については毎年モニ
タリング＊⑭を行い、施設サービスの質の向上やより効果的・効率的な管理
運営を図ります。
また、公営企業において、効果的・効率的に行政サービスを提供できる場合
に地方独立行政法人制度の活用を検討します。

 年度計画（目標）

 
施設所管課のモニタリングによる適正な管理運営と定期的な第三者評価の実施によ
る取り組み強化 

 
アウトソーシング＊⑬研究プロジェクトの立ち上げによる地方独立行
政法人制度の検討 

 
健康ふれあい公園、運動公園への制度導入 

第三者評価の実施 
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実施課

項目番号 Ⅱ-（10）-①

行政改革大綱の基本方針
Ⅱ．市民が誇りに思え、満足できるまちを創っていけるための、持続可能な
財政基盤の確立

取り組み項目 地方公営企業の経営健全化

27 28 29 30 31

具体的方策 病院事業の経営健全化

推進課 総合医療センター
総合医療センター

経営企画室

目標
東近江医療圏域の基幹病院として急性期医療を中心とした医療サービスの充
実と経営の安定化を図ります。
（個別目標は下記参照）

取り組み内容

平成２５年３月策定の中期経営計画に基づくアクションプランを着実に進め
ながら、平成２８年度に新公立病院改革プランを策定し、更なる医療の質と
安全性の向上並びに経営の安定化に向けた取り組みを進めます。また、更な
る効率化、弾力的な運営を図るため、地方独立行政法人制度等の検討をしま
す。

 年度計画（目標）

中期経営計画（Ｈ２６～２９年度）に基づく健
全経営 

 
新公立病院改革プラン（Ｈ２９～３３年度） 

に基づく健全経営 

 
新公立病院 
改革プラン 

の策定 

 
（仮称）経営形態検討会 

地域医療構想の確定 

病棟再編検討 

 
経常収支比率100％以上＊⑮ 

紹介率50％、逆紹介率70％以上＊⑯ 

入院単価60,000円以上 
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目標
水道事業の安全・安心の確保及び経営の安定を目指します。
経常収支比率　１００％以上＊⑮を維持する。

取り組み内容

平成２８年度から平成２９年度にかけて資金計画も含めた老朽化水道施設等
の更新計画の策定（アセットマネジメント＊⑰）に取り組みます。この計画
に基づき、中長期的な視点での老朽化対策や料金の適正化、業務の効率化な
どの経営改革に取り組み健全経営を維持します。

 年度計画（目標）

27 28 29 30 31

具体的方策 水道事業の経営健全化

推進課・実施課 上水道課 　

項目番号 Ⅱ-（10）-②

行政改革大綱の基本方針
Ⅱ．市民が誇りに思え、満足できるまちを創っていけるための、持続可能な
財政基盤の確立

取り組み項目 地方公営企業の経営健全化

老朽管の布設替 

岩倉浄水場改修 

アセッ
トマネ
ジメン
ト準備 

アセットマネジメントの
実施 

水道ビジョンの見直し、

料金の適正化等による

健全経営の推進 
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各課

項目番号 Ⅱ-（11）-①

行政改革大綱の基本方針
 Ⅱ．市民が誇りに思え、満足できるまちを創っていけるための、持続可能な
財政基盤の確立

取り組み項目  第三セクター＊⑱等の見直し

27 28 29 30 31

具体的方策  第三セクター等出資団体・外郭団体等への支援、関与のあり方の見直し

推進課  財政課 実施課

目標
外郭団体等の自主・自立の促進及び市との役割分担による効果的・効率的な
行政経営を図ります。

取り組み内容
第三セクター等団体の設立経緯や事業の意義を勘案しつつ、経営状況等の把
握に努め、補助金交付等の財政的支援、人的関与など今後のあり方を検討
し、見直しを図ります。

 年度計画（目標） 社会情勢・事業の意義を勘案し、財政的支援・人的関与など今後のあり
方を検討したうえで効率化・経営健全化などに取り組む。また、社会福
祉協議会などの財政援助団体については、行政関与の必要性、経費負担
のあり方、効果等を検討 

毎年度、財務諸表等による経営状況を確認し 財政的リスクを把握 
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目標

取り組み内容

 年度計画（目標）

中長期的にサービスを安定的に継続し、最適化を進めます。
計画年度内に経費回収率７７％以上の達成を目指します。（暫定目標）
　※経費回収率 ＝ 使用料収入／汚水処理費

平成２９年度の予算決算から公営企業会計制度を適用し、現状の経営資産の
「見える化」を図るとともに、この情報を活用した「経営戦略」を策定し、
経営基盤の健全化に取り組みます。

27 28 29 30 31

具体的方策 公共下水道事業の地方公営企業法適用と経営健全化

推進課・実施課 下水道課

項目番号 Ⅱ-（12）-①

行政改革大綱の基本方針
Ⅱ．市民が誇りに思え、満足できるまちを創っていけるための、持続可能な
財政基盤の確立

取り組み項目 特別会計の健全化

 企業会計化への移行準備  地方公営企業法全部適用 

発生主義による
収支計画シミュ
レーションおよ
び経営診断 

 経営戦略策
定 

経営戦略に基づく経営の実
施およびフォローアップ 
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目標
限られた職員数の中で質の高い行政サービスの提供と市民ニーズに的確かつ
迅速に対応できる行政組織を構築します。

取り組み内容

市民ニーズへの対応や行政課題・重要施策に対して的確かつ柔軟に対応でき
るよう、また、市民の期待に応え得る行財政運営が可能な業務遂行体制を構
築し、簡素で効率的かつ市民にわかりやすい組織・機構とするため、継続的
に見直しを図ります。

 年度計画（目標）

27 28 29 30 31

具体的方策 行政組織の見直し

推進課・実施課 総務課 　

項目番号 Ⅲ-（１）-①

行政改革大綱の基本方針
Ⅲ．時代の要請に的確に対応できる組織づくりと人づくりによる組織力の向
上

取り組み項目 行政ニーズへの迅速かつ的確な対応を可能とする組織

  
行政課
題・重要
施策に対
応した見
直し 
 

 

  
行政課
題・重要
施策に対
応した見
直し 
 

 

  
行政課
題・重要
施策に対
応した見
直し 
 

 

  
行政課
題・重要
施策に対
応した見
直し 
 

 

  
行政課
題・重要
施策に対
応した見
直し 
 

  
行政組織の継続的な見直し 
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H31.4.1計画
586人

目標

取り組み内容

 年度計画（目標）

限られた職員数の中で質の高い行政サービスの提供と市民ニーズに的確かつ
迅速に対応できるよう適正な定員管理を推進します。

定員適正化計画に基づき定員管理を行い、事務事業の見直し、民間委託化及
び再任用職員、嘱託・臨時職員の活用等を図り、数値目標を定めて進捗管理
を行います。
①定員適正化計画に基づく数値目標を定め、進捗管理を行う。（基準日各年
４月１日）
②早期希望退職制度の実施
③退職者の把握と再任用職員数及び次年度の数値目標等を踏まえた職員採用

H27.4.1実績
608人

H28.4.1計画
610人

H29.4.1計画
603人

H30.4.1計画
596人

27 28 29 30 31

具体的方策 定員管理の適正化

推進課・実施課 総務課 　

項目番号 Ⅲ-（２）-①

行政改革大綱の基本方針
Ⅲ．時代の要請に的確に対応できる組織づくりと人づくりによる組織力の向
上

取り組み項目 定員管理の適正化

定員適正化計画に基づく定員の進捗管理（病院部門を除く） 
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目標
目指すべき職員像の実現により、市民生活・福祉の向上につながるより質の
高いサービスを提供できる組織づくりを進めます。

取り組み内容

人材育成基本方針に掲げられた目指すべき職員像「改善・立案・改革する職
員」の実現に向け、職員、管理監督者、組織の責務と役割を明確にして、
「職場環境（OJT＊⑲、ワークライフバランス＊⑪等）」、「人事制度（人事
評価制度等）」、「研修」の各項目での取り組みを着実に推進します。

 年度計画（目標）

27 28 29 30 31

具体的方策 人材育成の推進

推進課 総務課 実施課 各課

項目番号 Ⅲ-（３）-①

行政改革大綱の基本方針
Ⅲ．時代の要請に的確に対応できる組織づくりと人づくりによる組織力の向
上

取り組み項目 人材育成の推進

人材育成基
本方針の改
定 
 

人材育成基本方針に基づく、目指すべき職員像の実現に
向け、「職場環境」、「人事制度」、「研修」の取り組
みを着実に推進 
人材育成基本方針策定検討委員会の開催等により取り組
みの進捗管理と検証 
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各課

項目番号 Ⅲ-（４）-①

行政改革大綱の基本方針
Ⅲ．時代の要請に的確に対応できる組織づくりと人づくりによる組織力の向
上

取り組み項目 公正の確保と透明性の向上

27 28 29 30 31

具体的方策 新たな行政評価システムの構築

推進課 財政課 実施課

目標
行政活動の透明性を図ることで市民に対する説明責任を果たすとともに、行
政サービスを向上させ、効果的・効率的な行政経営をめざします。

取り組み内容

施策や事務事業の目的や成果、コストなどに着目してその有効性や効率性を
評価し、その結果を予算などに反映させることにより、効果的・効率的な行
政経営の継続的な改善をめざすシステムの構築を進めます。また、市民等を
交えた第三者の視点からの検証・評価にも取り組みます。

 年度計画（目標）

計画的な行政経営や予算編成などに活用するため事務事業評価制度構築の

検討 

第三者評価システムの構築と実施 
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目標 市政運営の透明性の向上と市政への市民参画を推進します。

取り組み内容
行政情報の積極的かつ迅速な公開に取り組み、予算や決算などの財務情報や
行政改革の取り組み状況などの見える化を実施し、分かりやすい提供で市民
と情報の共有化を図ります。

 年度計画（目標）

27 28 29 30 31

具体的方策 情報公開・見える化の推進

推進課 総務課・財政課 実施課 各課

項目番号 Ⅲ-（４）-②

行政改革大綱の基本方針
Ⅲ．時代の要請に的確に対応できる組織づくりと人づくりによる組織力の向
上

取り組み項目 公正の確保と透明性の向上

 
市民への分かりやすい情報提供を目指し、情報公開コーナーの整理と充実 

 
  

情報公開制度の取り組みと推進 
 
 

 
行政サービス改革等の「取り組み状況・方針の見える化」及び予算編成過程
等「予算の見える化」を実施 
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別紙　：　項目番号　Ⅱ－（１）－①　税等収納率の向上　各債権の目標と実績

（％）

債権名 市税
後期高齢者
医療保険料

介護保険料 保育料 住宅使用料

担当課 税務課 保険年金課 高齢福祉介護課 幼児課 住宅課

目標 99.2 99.7 99.4 99.6
前年度比較0.5
ポイントアップ

H27実績

H28実績

H29実績

H30実績

H31実績

（参考）H26実績 99.00 99.60 99.31 99.55 88.28

別紙様式　：　進捗管理シート

（取り組み期間：平成２７年度～３１年度）

備考欄

実施内容
（取り組み実績）

評価
理由及び課題

今後の対応方針

平成３１年度（最終年度　総括）

国民健康
保険料

評価
理由及び課題

保険年金課

94.2

次年度対応方針

備考欄

94.20

実施内容
（取り組み実績）

平成     年度（各年度進捗管理）
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　インフォメーション・アンド・コミュニケーション・テクノロジーの略。情報通信技術のこと。

　ビジネス・プロセス・リエンジニアリングの略
　企業などで、既存の業務の構造を抜本的に見直し、業務の流れ（ビジネスプロセス）を最適化
する観点から再構築すること。

＊ ⑩ ＩＣＴ

　事業活動における生産管理や品質管理などの管理業務を円滑に進める手法の一つ。
　Ｐｌａｎ（計画）→Ｄｏ（実行）→Ｃｈｅｃｋ（評価）→Ａｃｔｉｏｎ（改善）の４段階を繰
り返すことによって、業務を継続的に改善すること。

＊ ⑨ ＢＰＲ

　新年度予算編成に向けて、事業・業務の必要性や効率性等を検証するため、夏の期間に見直
し・点検・評価を行うこと。

＊ ⑧ ＰＤＣＡサイクル

　一般会計等を対象とした、実質赤字額の標準財政規模に対する比率。
　一般会計等の赤字の程度を指標化し、財政運営の悪化の度合いを示す指標。
　指標が黒字の場合は、発生しない。

＊ ⑦ サマーレビュー

　将来負担すべき実質的な負債を算定するもので、普通会計の公債費残高や公営企業会計の公債
費残高に対する繰出金、退職手当などの将来負担すべき額から、将来負担すべき額に対する財源
を除いたものを標準財政規模で除した比率。

＊ ⑥ 実質赤字比率

　公債費や公営企業会計の公債費に対する繰出金などの公債費に準ずるものを含めた実質的な公
債費相当額（地方交付税に措置されるものを除く）を標準財政規模で除した比率の３年間の平均
値。

＊ ⑤ 将来負担比率

　標準財政規模に対する積立金現在高（財政調整基金、減債基金及びその他特定目的基金）の割
合を示すもの。この比率が高いほど将来に対する蓄えがあると言える。

＊ ④ 実質公債費比率

　標準財政規模*⑳に対する地方債現在高の割合を示すもの。この比率が高いほど将来に対する
負担があると言える。

＊ ③ 積立金現在高比率

　ソーシャル・ネットワーキング・サービスの略。FacebookやLINEなどインターネット上の交
流を通して、社会的ネットワークを構築するサービス。
　人と人とのつながりを促進・サポートする、コミュニティ型のＷｅｂサイト

＊ ② 地方債現在高比率

＊ ① ＳＮＳ
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　その地方公共団体の標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源の規模をいい、標
準的な行政活動を行うために必要な経常的一般財源の総量を示すもの。

　オンザ・ジョブ・トレーニングの略。職場の上司や先輩が部下や後輩に対して、具体的な仕事
を与えて、その仕事を通して仕事に必要な知識・技術・技能・態度などを意図的・計画的・継続
的に指導し修得させることにより、全体的な業務処理能力や力量を育成する活動のこと。

＊ ⑳ 標準財政規模

　　国や地方公共団体と民間事業者との共同出資で設立された法人のこと。
・(財)近江八幡市国際協会　・(財)近江八幡市文芸の郷振興事業団　・(財)ハートランド推進財団
・(財)近江八幡地域勤労者福祉サービスセンター　・まちづくり会社　㈱まっせ

＊ ⑲ OJT

　公共事業により造成された資産を、効率的、経済的、また、環境にも配慮しながら維持管理す
る手法。

＊ ⑱ 第三セクター

　総合医療センターを受診した患者のうち、開業医や他の医療機関から紹介状を持って来院した
患者の割合。逆に、総合医療センターから、開業医や他の医療機関へ紹介した患者の割合。

＊ ⑰ アセットマネジメント

　地方公営企業法が適用される地方公営企業で用いられる経常収支比率は、経常収入÷経常支出
×１００％で表され、総合的な現金収支・資金繰りを見る指標。経営活動による収入で、当期の
運転資金を賄えているかをチェックできる重要な指標。
　地方自治体の財政構造の弾力性を判断する指標として用いられる「経常収支比率」とは区別さ
れる。

＊ ⑯ 紹介率・逆紹介率

　サービスレベルの維持向上のため、サービスを評価・監視すること。

＊ ⑮ 経常収支比率

　業務過程の一部を外部に委託すること。
　企業が自社の業務を専門業者などに委託すること。

＊ ⑭ モニタリング

　国家公務員と地方公務員の基本給与額を比較する指数。地方公務員の給与額を同等の職種、経
歴に相当する国家公務員の給与額を１００として比較した場合に算出されるもの。単純に地方公
務員の給与総額が国家公務員の給与総額の何割かを表す。

＊ ⑬ アウトソーシング

　「仕事」と育児や介護、趣味や学習、休養、地域活動といった、「仕事以外の生活」との調和
をとり、その両方を充実させる働き方、生き方のこと。

＊ ⑫ ラスパイレス指数

＊ ⑪ ワークライフバランス
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